
（別添）

（a）平均勧奨
　　退職年齢

対象期間
（b）平均勧奨
　　退職年齢

対象期間

人事院 54.3 H13.8.16～14.8.15 57.8 H19.8.16～20.8.15 3.5

内閣府 53.7 H9～13年度平均 57.8 H20年度 4.1

公正取引委員会 51.0 H13.8.16～14.8.15 55.5 H19.8.16～20.8.15 4.5

警察庁 55.1 H13.8.16～14.8.15 57.4 H19.8.16～20.8.15 2.3

金融庁 53.0 H13年度 58.0 H19年度（H20年度は該
当者なし）

5.0

総務省 53.2 H13年度 55.6 H20年度 2.4

文部科学省 55.3 H13.8.16～14.8.15 57.7 H19.8.16～20.8.15 2.4

財務省 53.9 H13年度 56.9 H20年度 3.0

厚生労働省 53.4 H13.8.16～14.8.15 56.4 H20.1.1～20.12.31 3.0

農林水産省 53.4 H12～14年度平均 56.5 H20年度 3.1

経済産業省 53.2 H13年度 55.5 H20年度 2.3

国土交通省 52.4 H9～13年度平均 55.7 H20年度 3.3

環境省 54.0 H13.8.16～14.8.15 58.0 H19.8.16～20.8.15 4.0

防衛省 56.8 H13.8.16～14.8.15 58.8 H19.8.16～20.8.15 2.0

会計検査院 53.0 H13.8.16～14.8.15 56.0 H19.8.16～20.8.15 3.0

（注）平均勧奨退職年齢については、 定年に到達した者の退職年齢を含む。

各府省個別計画の取組状況

取組開始時点 取組終了時点

(b)-(a)


